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今も続いている沖縄の新基地反対闘争は思いもかけない所から始まったのです。1995 年 9 月 4
日、3 人の米軍兵が沖縄の少女を拉致、暴行した事件で、沖縄県民の怒りが爆発しました。いろ
いろ米軍基地関係の事件は絶えなかったのですが、この時は沖縄の怒りを鎮めようと考えて、そ
の年 12 月、海兵隊の普天間空軍基地を 5 乃至 7 年以内に返還するという日米協定が発表された
1 孫崎『戦後史の正体』創元社 2012 年。











隊に渡すという大計画になったのです。しかし、2011 年には 2014 年の期限は『2014 年以降なる




















































馬毛島は、鹿児島の南、約 110 キロ、種子島から 12 キロ西の沖合にある小さな島です。世界




大規模に林を伐採し、南北 4200 メートルの滑走路と東西 2400 メートルの滑走路を違法に作って
しまったのです。6 階建ての事務所も建設し、それから防衛省に話を持って行き、米国防省は、
その島の戦略的位置と『空き地』であることに高い関心を示したといわれます。










与那国島は結局台湾の離島のような島です。台北からわずか 100 キロ強、那覇まで 500 キロ強、




東京まで 2000 キロ。面積は 29 平方キロですが、戦後、5000 人もいた人口が 2012 年には 1534
人に激減しています。高校、病院もなくこれといった産業もない所です。
なんとか生き残るためにどうしたら良いかと議論を重ね、『開かれた国境』を持ち、近くの台
湾と協力して、経済を活性化する計画を立てたのです。国境を越えて観光、教育、商売を推進す
る計画でしたが日本政府はそのような国民国家制度を緩めることには反対でしたし、入国管理と
か、検疫、外国航路の船は特別な安全仕様が必要だとか、様々な障害があって成功しませんでした。
国際交流の道は閉ざされている以上、他の方策はないとして、全く違う島起こしのビジョンが
検討されるようになったのです。2007 年に、元自衛隊員や自衛隊関係者たちが防衛協会与那国
支部を結成し、自衛隊誘致を中心の島再生プランを強く主張し始めました。外間守吉与那国町長
は、「島には自衛隊以外の選択はない。『中国の脅威』を恐れているわけではないが、過疎で年寄
りばかりのこの島に、若い人たちを入れて、人口を増やし、経済を活性化する方法は他に無い」
と語りました。
外間町長の選挙キャンペーンは国防軍としての自衛隊配備ではなく、もっぱら給食費は無料、
ゴミ焼却炉も上下水道もグランドも整備する、光ファイバーも島に接続すると経済効果に焦点を
当てた約束をしたのでした。外間町長は国防軍としての自衛隊が欲しいのではなく、給料を払う
自衛隊産業が欲しかったのです。半分強の住民が自衛隊配備に反対ですが、自衛隊はおそらく計
画通り、2015 年から島に常駐するでしょう。
与那国の島民（外間町長も含めて）が本当に望んでいるのは、自衛隊配備ではなく、2005 年
のビジョン構想で示されたように、国境の規制を緩やかにし、台湾や中国と商売、教育、観光、
医療面でお互いに往来できるような『開港』へ国が支援してくれることです。
また尖閣列島について言えば、沖縄県民の尖閣への思いは本土とははっきりと違うものがあり
ます。沖縄は武力的解決に断固として反対です。中国を敵に回せば、沖縄は安全ではないと確信
し、また琉球王国の時代、冊封国として中国との長い友好的交流の記憶もあります。漁民の『生
活圏』なのです。
沖縄が生き残るためには冷戦時の米戦略上アジアの『要石』の役割から日本と近隣諸国の『架
け橋』となる道を見いださなければなりません。視点を東京ではなくアジアに置いてみると、沖
縄は周縁の僻地ではなく、アジア経済圏の中心にあることが明らかです。沖縄は『アジア平和の
要』になることを切望しています。
日本政府は 2011 年まで北朝鮮の核の脅威から日本を守るため、日米の緊密な協力と米軍基地
維持が必要だと言い続けて来ました。今もそう言っています。しかし、核による未曾有の大惨事
は福島から発生しました。世界の半分を破滅させるような最悪の事態は、幾つかの幸運によって
かろうじて避けられたものの、メルトダウンした炉心の位置を突き止める方法もなく、汚染水を
出し続け、最終的に事故の後始末をつけることができるのは何十年先か見当もつかない状態です。
自衛隊も米軍も日本政府も日本の国土や国民を『守る』ことはできませんでした。
現代日本に、沖縄のように県民が結束して、軍事基地『ノー』を突きつけた前例はありません。
地元の意思を無視し、日米政府の合意だからと、新米軍基地建設を押しつけようとする動きに対
し、県民は実に根強く、したたかに 1996 年以来拒否し続けてきました。日本政府も国民も沖縄
以外に基地を作る場所はないと考えてきました。沖縄軽視と差別の表現です。
政府も国民も米国依存の精神を捨て、自立することが必要です。安倍首相とは違った形の『戦
後レジームからの脱却』と、『日本を取り戻す』努力が市民の責務ではないでしょうか。
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